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高齢介護室高齢支援グループ

地域ケア会議実務担当者部会（2025.４.８）





小地域ケア会議等から抽出された
地域で発生している問題の緩和・解
消を目的とした取り組みの検討及
び情報共有・支援機関のネットワー
クづくりを行う。

実務担当者部会 課長級会議

報告・提案・共有

実務担当者部会で検討した課題に対す
る解決等の取組みの提案に関する報告
を行い、実行に向けた検討・決定を行う。
他協議体、地域のネットワークに関する
報告も実施。

・地域で発生している問題
・問題の原因と現状の分析
・問題解消等のための着目点
・取組みの検討(目的・対象・内容・仕組み)
・各グループの取組みの共有

【委員構成】

大阪府四條畷保健所 企画調整課
大東市社会福祉協議会
大東市保健医療部 地域保健課
大東市福祉・子ども部 福祉政策課
大東市福祉・子ども部 障害福祉課
大東市保健医療部 高齢介護室

【事務局】

高齢介護室高齢支援グループ



研修グループ

研修内容を報告。研修・グループワークを通じて、分野を越え

た資源の創設や活用に関して出た意見を活かして、次年度の実
務担当者部会のグループで実際に企画・実施できないか検討中
である旨を説明。
その際、必要に応じて関係課、機関へ協力等について適宜相
談・依頼を行わせていただくことを説明。

課長級会議



事例検討グループ

事例検討会の内容を報告。

同グループから提案のあった地域ケア会議のホームページに
ついては、令和７年２月に作成済み。
支援者が交流し合える場の提案については、多機関が参加し
ている実務担当者部会を用いて、個々の支援者の困りごとの内
容に応じた他の支援者の相談し合える仕組みを検討していくこ
とを説明。

課長級会議



大東市地域ケア会議のホームページができました

https://www.city.daito.lg.jp/soshiki/64/60451.html



災害関連グループ

合同災害訓練を通じて、立案されたBCＰの見本作

成について報告。
その後、府や市の災害の取組み等の内容についても
委員間で意見交換や情報共有があった。

課長級会議の報告

【BCPの見本作成に関して】
事業所のサービス種別、規模、立地、利用者層が
様々であり見本様式という観点からは一般的な見
本の策定作業は困難な印象。
提案書の内容から、作成に至るまでの想定・分析
等のプロセスに苦慮していることが読み取れる。
来年度の実務担当者部会でＢＣＰ作成をグループ
と共に取り組んでくれる事業所を募り、当該事象所
と実際に作成等を行い、そのプロセスをモデルケー
スとして地域ケア会議で共有する方法を検討すると
いう方法もいいのではないか。
年度内の限られた時間で作成までいけるかはわ
からないが、年度を越えても継続性を持ち、手順の
共有が重要。



認知症当事者の見守りグループ

提案内容を報告。高齢介護室の見守りグループで検討していく旨を報告。

課長級会議の報告



見守りについて 見守り：認知症/孤立/複合した課題

「GPS発信機能付きlot機器購入費助成事業」

①認知症の診断、又は、簡易検査で一定点数以下の高齢者

申請要件：①～③に該当する65歳以上の市民

②機器を利用できる家族等がいること

③非課税世帯

「GPS発信機能付きlot機器購入費助成事業」の要件のについて

上記内容に該当する機器であれば、スマートタグ以外の
機器も対象となる場合がある

助成は機器の費用のみが対象。
機器の修理・買い替え、アプリの利用料、ラン
ニングコスト等は事業対象外

行方不明になったときに機器を適切に利
用し、対応することができる家族等又は介
護支援専門員その他の協力者がいる者

スマートフォン等の通信機器と連携で
きて、専用アプリで認知症高齢者の現
在地を特定することができる機能



身寄りのない方の支援グループ

フロー図は複雑な業務のプロセスを明確にし、共通

認識を図るには有効。
グループ作成したフロー図であれば、支援者が「いな
い」を前提した内容であるため、資源や相談先をカテ
ゴリーに分類したリスト化が有効であり、紙資料とした
際にスペースを有効活用できると思われる。また、資
源や相談先のHP等のリンクをQRで添付することに
よって、より利便性が高まるのではないか。

課長級会議



身寄りのない高齢者の困りごと 見守り：認知症/孤立/複合した課題

約１０年前から高齢者の身元保証事業者が増加。大手の事業者が利用者の預貯金を流用し破綻した事例
が派生。その後も一部の事業者と利用者間でトラブルが発生している。

身寄りのない高齢者＝「配偶者や子供、親族がいない、またはこれらの人々がいても実質的な支援や連絡が
期待できない高齢者」

管理(金銭・手続き)・契約・身元保証・死後事務 ①医療施設・介護施設等への入院・入所の際の連帯保証
②入退院等における手続き代行
③死亡または退去時の身柄の引取り
④医療に係る意思決定の支援への関与
⑤緊急連絡先の指定の受託および緊急時の対応 など

定義はない

必要性が高いサービスであるが、事業者を網羅的に把握した公的資料はなく、事業者の適正性を確保す
るための規制法令や監督官庁も存在しない。

2024年6月「高齢者等終身サポート事業者ガイドライン」作成された。今後、事業の整備が必要。

【成年後見制度でできないこと】
・費用を連帯保証することができない ・医療行為について代行で意思決定を行うことができない
・常時対応可能な緊急連絡先になることは困難 など

身体機能の増悪、判断能力の
低下、一気に問題が重度化



身寄りのない高齢者の相談等
見守り：認知症/孤立/複合した課題

住宅セーフティネット法に基づき、大阪府知事が指定する住宅確保要配慮者の民間
賃貸住宅への入居に関する情報提供・相談や、見守り等の生活支援などの居住支援
を行う法人。

高齢者等が安心して身元保証等高齢者サポート事業を利用できるよう、当該事業についての説明と、
利用する事業者及びサービスを検討する際のポイントを示した普及啓発資料

●消費者庁 ：「身元保証」や「お亡くなりになられた後」を支援するサービスの契約をお考えのみなさまへ

●居住住支援法人

●成年後見制度の専門相談①

市町村や社会福祉協議会、地域包括支援センター、障がい者相談支援事
業所、社会福祉施設などを対象に、「電話相談」を行い、弁護士会・社会福
祉士会と連携し、面談による「専門相談」を実施。

市長申立て＝判断の能力が低下等によって本人申立てができず、親族等による申立てが期待できない状況

高齢者の市長申立ての相談＝高齢介護室高齢支援グループ：TEL870-0513
障害者(精神・知的)の市長申立ての相談＝障害福祉課：TEL870-9630

参考

●身寄りがない方の成年後見制度の相談

TEL：06-6191-9500



身寄りのない高齢者の相談等
見守り：認知症/孤立/複合した課題参考

高齢者・障がい者の法律問題に取り組む大阪弁護士会の相談窓口。

●成年後見制度の専門相談②

同HP内に「日弁連 高齢者・障がい者に関するQ＆A集」も掲載
されています。

リーガルサポート会員の司法書士によ
る「成年後見制度」に関する電話と面
接による相談会を常設しています。

ホームページで成年後見制度(法定後
見・任意後見・任意後見を補うもの等)
をわかりやく解説。

●成年後見制度の専門相談③



身寄りのない高齢者の相談等
見守り：認知症/孤立/複合した課題参考

意志決定の支援を行う状況になった時や身寄りのない方を支援する際の判断の参考に。

●意思決定支援等に関するガイドライン関係など


